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建築行政共用データベースシステムご利用の 

   特定行政庁 御中 

   指定確認検査機関 御中 

   指定構造計算適合性判定機関 御中 

   建築士法関係機関 御中 

 

一般財団法人建築行政情報センター 

 

建築行政共用データベースシステムに関する 

令和５年度の予算措置について（ご案内） 

 

 

 

 

 

 

 

日頃より、当財団の事業にご理解とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。 

 

建築行政共用データベースシステム（以下「共用ＤＢ」という。）に係る令和５年度

の予算措置等につきまして、下記のとおりご案内申し上げます。 

 

共用ＤＢ利用料についての明細を添えたお見積りにつきましては、８月に当財団よ

り電子メール等でお送りします。 

なお、このお知らせは、既にお見積りをお送りした団体様にも念のためお送りして

おります。 

 

記 

 

１ 共用ＤＢ利用料【全機関】(【 】内は対象機関。以下同様。) 

令和５年度の共用ＤＢ利用料については、原則として※１令和４年度と同額※２の予

算措置をお願いします。 

※１ 原則外となる場合の例 

・年度途中で利用開始した場合（月額利用料を年額に換算した額となります。） 

・台帳登録閲覧システムを利用の限定特定行政庁が一般特定行政庁に変わる場合 

※２ 関連資料 (http://www.icba.or.jp/kyoyodb/よりダウンロード可能です。） 

・建築行政共用データベースシステム 導入の手引 

【要旨】令和 5年度に向けて次の予算措置等をご検討ください。 

１ 共用ＤＢ利用料は、原則として令和４年度と同額です。【全機関】 

２ 事務所移転の場合、回線移設のために相当の工期を見込んで早めにご連絡くだ

さい。【特定行政庁を除く全機関】 



（参考１）畜舎建築特例の認定事務において建築士・事務所登録閲覧システムを利

用する場合の料金については、令和７年度の利用契約から認定実績を基に算定

した料金とする方針で検討中です。なお、当該料金については令和６年度まで

は無料です。 

（参考２）共用ＤＢ用に使用する端末については、ＯＳ、ブラウザがサポート期限

内のものを使用してください。サポート切れを迎える端末については、アップ

グレードや端末更新の予算措置をご検討ください。 

  

２ 出張旅費・業務委託費等（別紙） 

 必要に応じ、下記費用の予算措置をお願いします。 

① 各位が職員等を対象として実施する台帳登録閲覧システム又は建築士・事務所

登録閲覧システム操作説明会への当財団による講師派遣に係る出張旅費【説明会

をご計画の全機関】 

② サブシステム追加に係る利用料等追加【追加予定の全機関】 

③ データ移行委託費【データ移行をご予定の特定行政庁】 

④ 既存建築確認台帳等の電子データ化業務の委託費【紙の台帳等を電子化し共用

ＤＢに登録するご予定の特定行政庁】 

⑤ 事務所移転に伴う専用回線の移設等※３に係る工事委託費【移転をご予定の指定

確認検査機関、構造計算適合性判定機関又は建築士法関係機関】 

※３ 専用回線の移設等には、当財団にご連絡いただいてから３か月、状況によ

ってはそれ以上かかりますので早めのお申し出をお願いします。 

（参考）従来、出張旅費の措置をお願いしていた特定行政庁向けの台帳登録閲覧シ

ステム操作説明会は、当面、開催予定がありません。それに代わるものとし

て、台帳登録閲覧システム端末操作の動画配信をＩＣＢＡのホームページから

ご覧いただけます。ぜひともご活用ください。  

URL：https://www.icba.or.jp/seminar/kyoyodb/  

（ＩＤ及びパスワードについてはＩＣＢＡにご確認ください。） 

 

３ 共用ＤＢ端末を設置している他機関へのご案内【都道府県のうち共用ＤＢ

端末を建築士会又は建築士事務所協会にも設置している行政庁】 

 ２の⑤に掲げた専用回線の移設等に係る工事委託費については、設置先での予算

措置が必要な場合も想定されますので、本通知の内容について設置先の機関にもご

案内ください。 

 
 
  

お問合せ・お見積り 

一般財団法人建築行政情報センター 

TEL:03-5225-7703 

E-mail:gr-keiyaku@icba.or.jp 



 
 

予算措置の際にご留意いただきたい出張旅費・業務委託費等 
 

１ 各位が職員等を対象として実施する台帳登録閲覧システム又は建築

士・事務所登録閲覧システム操作説明会への当財団による講師派遣に係

る出張旅費等 

【説明会をご計画の全機関】 
日時場所：随時開催可能（所要３時間程度・インターネット接続が可能な会議室等

が必要。）。 

対  象：台帳登録閲覧システム等をご利用各位の職員等 最大定員３０名 

内  容：台帳登録閲覧システム等操作説明会担当講師の派遣及び説明用資料提供 

費  用：・派遣講師１～２名の出張旅費（講演料、資料提供費用は無料） 

・受講者が概ね１０名以上の場合、講師２名を派遣。 

・旅費の額は、国家公務員等の旅費に関する法律（昭和25年法律第114

号）に準じて東京駅からの会場までの往復運賃として算定。 

・会場借上げが必要となる場合、その費用が必要。 

 

２ サブシステム追加に係る利用料等追加 

① 台帳登録閲覧システムを追加する場合 

【追加予定の特定行政庁】 

・確認件数等に応じた利用料※の追加が必要。 
・既存データを移行する場合は３に掲げるデータ移行委託費の追加も必要。 

② 建築行政地図情報システムを追加する場合 

【追加予定の特定行政庁】 

行政庁の区分に応じた初期設定費※、利用料※の追加が必要。 

③ 法令・大臣認定データベースを追加する場合 

【追加予定の全機関】 

８万円（税抜）の追加が必要。 
※詳細は下記サイトの導入の手引、利用料算定シートにより確認可能。 

https://www.icba.or.jp/kyoyodb/#a1 

 

３ データ移行委託費 

【データ移行をご予定の特定行政庁】 

目  的：既存データや建築計画概要書等の既存データを台帳登録閲覧システムに

投入 
内  容：台帳登録閲覧システム用の「中間ファイル」の投入 
費  用：投入１回当たり１０万円（税抜） 
備  考：・「中間ファイル」作成は通常、専門業者への委託が必要。 

別紙 



・「中間ファイル」仕様は下記サイトの「台帳登録閲覧システムへのデー

タ移行関係資料(ＺＩＰ)」により確認可能。 

https://www.icba.or.jp/kyoyodb/#a4 

 

４ 既存建築確認台帳等の電子データ化事業委託費※ 

【紙の台帳等を電子化し共用ＤＢに登録するご予定の特定行政庁】 

目  的：電子化した建築確認台帳、建築計画概要書の情報を台帳登録閲覧システ

ムに投入 

※：紙の台帳等の電子化の費用は、助成制度（住宅・建築物アスベスト

改修事業）において定額まで全額が補助対象。 

内  容：ICBAは紙の台帳等を電子化するための専用の入力支援システムを提供

し、電子化済みの台帳等情報を共用ＤＢへ投入するための中間ファイル

化を行い共用ＤＢへの投入。 
     なお、台帳等情報のパンチ入力作業及び紙台帳等のPDF化は、別途事業者

に発注が必要 
費  用：個別見積り 
備  考：・中間ファイル作成から共用ＤＢ投入まで一貫してICBAが受託可能 

・中間ファイル作成をICBA以外の専門業者に委託することも可能。その

場合に検証環境の貸出しをICBAが受託可能。 

・共用ＤＢへの投入については３を参照。 

＊この項についての問合せ先 電話：03-5206-6132 

メール：datautilization@icba.or.jp 

 

５ 専用回線の移設等に係る工事委託費 

【移転をご予定の指定確認検査機関、構造計算適合性判定機関又は建築

士法関係機関】 
目  的：事務所移転、新設等に伴う、共用ＤＢの専用回線の移設、新設又は増設 
内  容：共用ＤＢの専用回線に関する現地調査、回線工事及びルータ設置工事 
費  用：新設の場合、１拠点当たり２５万円（税抜） 
備  考：・回線利用開始までの所要期間は、新築建物への移転等の場合を除き、

当財団への連絡から３か月程度、状況によってはそれ以上かかるため

早めのお申し出が必要。 
・新築建物への移転等の場合、引渡し後から３か月程度、状況によって

はそれ以上かかるため早めのお申し出が必要。 
・移転先エリアに光回線が来ていない場合は、さらに所要期間が必要。 
・新築建物への移転等の場合や、移転等まで３か月未満となってから当

財団への連絡をいただいた場合には、共用ＤＢを利用できない期間が

発生するため、代替する措置を行っていただく必要。 
※専用回線工事の概要については導入の手引（下記サイトからダウンロ

ードしたものでp26からp32が該当）で確認可能。 



https://www.icba.or.jp/kyoyodb/#a1 

 

参考 特定行政庁における通知・報告配信システムによる電子報告導入に

当たって 
目  的：台帳整備のためのデータ入力手間の削減 

導入条件：下記いずれかに該当すること 

①台帳登録閲覧システムを利用していること 

②台帳登録閲覧システム以外のシステム（以下「独自システム」）と通

知・報告配信システムが連携していること 

備  考：・台帳登録閲覧システム利用予算は、本文２①参照。 

・独自システムの連携に係るシステム改修仕様は、下記サイトで確認可

能。https://www.icba.or.jp/kyoyodb/renkeishiyo.html 

・独自システムの改修には、予算措置の検討が必要。 

・電子報告導入に当たっての条件等については「JCBA電子報告ガイドラ

イン」（下記サイトからダウンロード可能。）で確認可能。 

https://www.icba.or.jp/denshishinsei/ 

 


